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表紙

第94回
定時株主総会の招集に際しての

電子提供措置事項

上記事項につきましては、法令及び当社定款第12条の規定に基づき、
書面交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面への記載を
省略しております。
なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわら
ず、株主の皆様に電子提供措置事項から上記事項を除いたものを記載
した書面を一律でお送りいたします。

●事業報告
　「５．取締役の職務の執行が法令及び定款に
　　適合することを確保するための体制その他業務の適正を
　　確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要」

●連結計算書類
　「連結株主資本等変動計算書」
　「連結注記表」

●計算書類
　「株主資本等変動計算書」
　「個別注記表」

（令和７年４月１日から令和８年３月31日まで）
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取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正を確保するための体制

５. 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その
他業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要

（１）当社取締役会において決議した「内部統制システム」の基本方針は次のとおりとなってお
ります。

① 取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　当社は、永年にわたって培ってきた伝統や理念、公正な社会規範、業務に係る法規などを念
頭に置き、不正防止の確立と倫理的企業文化の醸成及び倫理的風土の継続的改善に努めること
を目的に、コンプライアンス委員会を設置しております。
　同委員会は、当社グループのコンプライアンス全体を統括する組織として、取締役社長は取
締役の中から委員長、各部門責任者を委員に任命するなどし、当社全組織を網羅する陣容にて
相互牽制を効かせる構成人員としております。
　年２回の定期会合の他、問題発生時には臨時に適宜委員会を開催することとしております。
　委員会の役割は、(イ) コンプライアンス体制の構築・維持・管理及び指導、(ロ) コンプライ
アンス原則の策定及びメンテナンス、(ハ) 同原則に則った法令遵守施策の審議、(ニ) 法令遵守
等の実施状況の定期的モニター、(ホ) 当社社員等への教育・研修、(ヘ) 当社社員等からの相談
窓口等とします。これにより、人為的なリスクに対する内部管理体制の充実を図ります。
　今後も、組織全般にわたるコンプライアンス意識の醸成を図るべく継続的な取り組みを行っ
ていきます。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　取締役社長は、取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理につき全社的に統括する責任者
として本社部門担当取締役を任命し、その者が職務執行に係る情報を文書又は電磁的媒体に記
録し、保存します。
　取締役は、これらの文書等を常時閲覧できるものとします。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　コンプライアンス、環境、災害、品質、情報セキュリティ等に係るリスク等については、そ
れぞれの担当部署等にて、規則の制定、研修の実施等を行うものとし、組織横断的リスク状況
の監視及び全社的対応は本社部門担当取締役が行うものとします。
　新たに生じたリスクについては取締役会においてすみやかに対応責任者となる取締役を定め
ます。

－ 1 －
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取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正を確保するための体制

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　当社は、取締役会を法令遵守と経営の重要課題を議論、決定するとともに業務執行を監督す
る最高機関と位置付けております。
　取締役会は、法令、定款、社内規程で定められている重要な意思決定を行い、業務執行の監
督を行うものとします。
　なお、取締役会の機能強化と業務執行の迅速化と責任の明確化を図り、効率的に運営するた
めに執行役員制度を導入することとしております。

⑤ 当社並びにその子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制
　当社は、コンプライアンス委員会がグループ全体のコンプライアンスを統括・推進する体制
としております。
　また、グループ共通の「コンプライアンス原則」を策定するとともに、相談・通報体制の範
囲をグループ全体としております。
　なお、グループ会社の経営については、その自主性を尊重しつつ、適正かつ効率的な運用に
資するために、事業内容の定期的報告、重要案件についての事前協議及びリスク管理を行うも
のとしております。

⑥ 監査等委員の職務を補助すべき使用人に関する事項
　監査等委員の職務を補助すべき使用人として、監査等委員の業務補助のため監査等スタッフ
を置く場合には、その人事については、独立性・指示の実効性の確保を含めて監査等委員でな
い取締役と監査等委員が意見交換を行います。

⑦ 監査等委員への報告体制及びその他監査等委員の監査が実効的に行われることを確保するた
めの体制

　当社グループの取締役等は、会社及びグループ会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実
があることを発見したときは、直ちに監査等委員に報告することとします。
　また、監査等委員は、取締役会、監査等委員会の他、重要な意思決定の過程及び業務の執行
状況を把握するため、重要な会議に出席するとともに、主要な稟議書その他業務執行に関する
重要な文書を閲覧し、必要に応じて取締役または使用人にその説明を求めることとします。
　監査等委員への報告をした者が報告をしたことを理由に不利な取扱いを受けないこととしま
す。
　なお、監査等委員は、定期的に代表取締役、当社の会計監査人と意見交換を行い、監査の実
効性を確保しております。
　監査等委員の職務の執行について生ずる費用については、会社が負担するものとします。

－ 2 －
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取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正を確保するための体制

⑧ 財務報告の信頼性を確保するための体制
　財務諸表及び財務諸表に重要な影響を及ぼす可能性のある情報の信頼性を確保するために内
部統制体制を整備することとします。
　また、財務の報告の適正性を担保するため内部監査室を設置し、内部統制の整備及び運用状
況を検討、評価し、必要に応じてその改善を促していきます。

（２）当該体制の運用状況の概要
　当社は、上記の体制について内部監査室を中心に内部統制システムの整備及び運用状況につ
いて計画的・継続的に調査を実施し、より適切な内部統制システムの構築・運用に努めていま
す。また、コンプライアンスに対する取り組みとして定期的に年２回のコンプライアンス委員
会を開催し、問題の早期発見、リスクへの注意喚起、必要に応じた改善措置を実施しておりま
す。法令・定款・社内規程等の遵守に限定することなく常に社会的責任、社会的要請に留意し
た委員会運営に努めています。

－ 3 －
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連結株主資本等変動計算書

連結株主資本等変動計算書

(令和 7 年 4 月 1 日から
令和 8 年 3 月31日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本 その他の包括利益
累 計 額 ( 注 )

非 支 配
株 主 持 分

純資産合計
資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計 その他の包括利益

累 計 額 合 計
当 期 首 残 高 3,000,012 1,903,126 48,806,090 △4,444,794 49,264,435 13,108,798 10,589,659 72,962,893

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △885,525 △885,525 △885,525
親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 利 益 6,227,471 6,227,471 6,227,471

自 己 株 式 の 取 得 △6,698,728 △6,698,728 △6,698,728

自 己 株 式 の 消 却 △10,778,505 10,778,505 － －
その他資本剰余金の
負 の 残 高 の 振 替 10,778,505 △10,778,505 － －

非支配株主との取引に
係る親会社の持分変動 4,493,538 4,493,538 4,493,538

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額) 7,004,840 △8,919,423 △1,914,582

当 期 変 動 額 合 計 － 4,493,538 △5,436,559 4,079,777 3,136,756 7,004,840 △8,919,423 1,222,174

当 期 末 残 高 3,000,012 6,396,665 43,369,531 △365,016 52,401,192 20,113,639 1,670,235 74,185,067

（注）その他の包括利益累計額の内訳
（単位：千円）

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
その他有価証
券評価差額金

退職給付に係
る調整累計額

その他の包括利益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 12,914,145 194,653 13,108,798

当 期 変 動 額
株主資本以外の項目
の当期変動額(純額) 6,806,351 198,489 7,004,840

当 期 変 動 額 合 計 6,806,351 198,489 7,004,840

当 期 末 残 高 19,720,496 393,142 20,113,639

－ 4 －
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連結注記表

連 結 注 記 表

１. 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
(1) 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数及び名称
５社 株式会社札幌巴コーポレーション、株式会社東北巴コーポレーション、

株式会社巴技研、株式会社泉興産、令和建設株式会社

(2) 持分法の適用に関する事項
① 持分法を適用しない関連会社の名称等

門真市立中学校ＰＦＩ事業株式会社
　持分法を適用していない関連会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う
額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体とし
ても重要性がないため、持分法の適用から除外しております。

② 連結子会社の事業年度等に関する事項
すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

(3) 会計方針に関する事項
① 資産の評価基準及び評価方法

・有価証券の評価基準及び評価方法
・その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの
…時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定）
市場価格のない株式等 ………移動平均法による原価法

・棚卸資産の評価基準及び評価方法
・未成工事支出金…………………個別法による原価法
・販売用不動産……………………個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定）
・材料貯蔵品………………………総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により算定）

－ 5 －
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連結注記表

② 固定資産の減価償却の方法
・有形固定資産（リース資産を除く）…定率法

ただし、賃貸用の固定資産及び平成10年４月１日以降に取得し
た建物（附属設備を除く）並びに平成28年４月１日以降に取得し
た建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しておりま
す。

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方
法と同一の基準によっております。

・無形固定資産（リース資産を除く）…定額法
また、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可

能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。
・リース資産

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用

しております。
③ 引当金の計上基準

・貸倒引当金
売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
・完成工事補償引当金

完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、当連結会計年度の完成工事高に対する将来の見積補
償額に基づいて計上しております。

・賞与引当金
従業員及び執行役員の賞与の支払いに備えるため、賞与支給対象期間に在籍の従業員及び執行役員

に対する賞与支給見込額の当連結会計年度対応分を計上しております。
・工事損失引当金

工事の完成に伴い発生することが確実な受注工事の損失に備えるため、工事原価の発生見込額が受
注金額を超過する可能性が高い連結会計年度末手持工事のうち、当該超過額を合理的に見積ることが
可能となった工事について、翌連結会計年度以降の損失見込額を計上しております。

・役員退職慰労引当金
一部の連結子会社の取締役に対して支給する退職慰労金の支払いに備えて、内規に基づいて算定し

た金額の当連結会計年度末要支給額を計上しております。

－ 6 －
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連結注記表

④ 収益及び費用の計上基準
　当社及び連結子会社の主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時
点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

　　　鉄構建設事業においては、顧客と請負工事契約を締結しており、顧客との合意により定められた工事
を完成させ、引き渡しを行う履行義務を有しております。当該契約については、主に一定の期間にわた
り履行義務が充足されると判断し、履行義務の充足に係る進捗度に基づき収益を認識しております。な
お、進捗度の測定は、各報告期間の期末日までに発生した工事原価が予想される工事原価の合計に占め
る割合（インプット法）に基づいて行っております。また、納期までに製品を引き渡す履行義務を有し
ている取引については一時点で履行義務が充足されるものと判断し、当該引き渡し時点において収益を
認識しております。

　　　不動産事業における不動産の販売は不動産を引き渡す履行義務を有しており、一時点で履行義務が充
足されるものと判断し、不動産の引き渡し時点において収益を認識しております。

　　　不動産の賃貸業務については、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号）に基づい
て収益を認識しております。

⑤ その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
　退職給付に係る会計処理の方法

・退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法に

ついては、期間定額基準によっております。
・数理計算上の差異、過去勤務費用の処理方法

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の
一定の年数（８年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理し
ております。

過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（８
年）による定額法により費用処理することとしております。

・未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用の会計処理方法
未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の部におけ

るその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。
・小規模企業等における簡便法の採用

連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支
給額に平均残存勤務期間に対応する割引率及び昇給率の各係数を乗じた額、並びに退職給付に係る期
末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

－ 7 －
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連結注記表

鉄構建設事業 不動産事業 計 調整額 連結計算書類
計 上 額

売上高
①外部顧客への売上高
　官公庁への売上高
　民間への売上高

12,384,585
15,554,163

ー
3,390,130

12,384,585
18,944,293

ー
ー

12,384,585
18,944,293

　顧客との契約から生じ
　る収益
　その他の収益
②各事業間の内部売上高
　又は振替高

27,938,748
ー

2,615

3,390,130
3,623,083

201,151

31,328,878
3,623,083

203,766

ー
ー

△203,766

31,328,878
3,623,083

ー
計 27,941,363 7,214,365 35,155,729 △203,766 34,951,962

２. 収益認識に関する注記
（１）顧客との契約から生じる収益を分解した情報
　　　　当社グループの収益の分解と各事業の関連は次のとおりであります。

（単位：千円）

（２）収益を理解するための基礎となる情報
　「１.連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等」の「(３)会計方針に関する事項 
④収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

（３）当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
　　　　当連結会計年度末における残存履行義務に配分された取引価格の総額は14,682,652千円であり、当社

グループは、当該残存履行義務について、履行義務の充足につれて１年から４年の間で収益を認識するこ
とを見込んでおります。

３. 会計上の見積りに関する注記
会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって、翌連結会計

年度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりであります。

　一定の期間にわたり履行義務が充足される
契約に係る完成工事高　　　　　　　　　　　　　24,578,522千円

－ 8 －
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連結注記表

販 売 用 不 動 産 887,603千円
建 物 2,840,905
土 地 3,132,327
投 資 有 価 証 券 19,453,160

計 26,313,996

短 期 借 入 金 4,615,820千円
長 期 借 入 金 9,981,240

計 14,597,060

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 17,366,269千円

(1) 完成工事原価に含まれる工事損失引当金繰入額 33,000千円

地 域 用 途 種 類 減 損 損 失
関東地区 塗装工場 建設仮勘定 221,156
関西地区 賃貸等不動産 土地、建物 11,459

４. 連結貸借対照表に関する注記
(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

① 担保に供している資産

② 担保に係る債務

(3) グループ社有資産全般に亘る有効活用を更に推進するため、当連結会計年度において一部の有形固定資産
（土地、建物等）の保有目的を変更し、販売用不動産に887,603千円振替えております。

５. 連結損益計算書に関する注記

(2) 減損損失
　当社グループは、以下の資産について減損損失を計上しております。

（単位：千円）

　上記の塗装工場について、当初計画していた塗装計画が想定を下廻ることから、建設の中止を決定した
ため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。
　なお、回収可能価額については、将来キャッシュ・フローが見込めないことから使用価値を零としてお
ります。
　また、保有する一部の固定資産を販売用不動産に振替えるに当たり、帳簿価額を回収可能価額まで減額
し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。

－ 9 －
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連結注記表

普通株式 33,800,000株

① 配 当 金 支 払 額

決 議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

１株当たりの配当額
(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

令和７年６月27日
定 時 株 主 総 会 普 通 株 式 885,525 24 令和７年３月31日 令和７年６月30日

・配当金の総額 1,208,311千円
・１株当たり配当額 36円
・基準日 令和８年３月31日
・効力発生日 令和８年６月29日

（評価金額の算定方法）
　販売用不動産に振替えた資産の回収可能価額は正味売却価額により測定しており、正味売却価額は主と
して「不動産鑑定評価基準」に基づいた社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書を基に自社で算定し
た金額（指標等を用いて調整を行ったものを含む）を基準として合理的に算定しております。

６. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

(2) 配当に関する事項

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
令和８年６月26日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり提

案予定であります。

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

－ 10 －
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連結貸借対照表
計上額(※１) 時価(※１) 差　額

(1) 投資有価証券
その他有価証券 42,079,217 42,079,217 －

(2) 長期借入金 (12,972,060) (12,535,498) △436,561

７. 金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入等により資
金を調達しております。

投資有価証券は主として株式及び債券であり、上場株式等については定期的に時価を把握しておりま
す。

借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であり、一部の長期借入金の金利
変動リスクに対して金利スワップ取引を利用して支払利息の固定化を実施することとしております。な
お、デリバティブ取引は社内規程に則って行っており、実需の範囲で行うこととしております。

また、営業債務や借入金等は、流動性リスクに晒されておりますが、当社グループでは各社が月次に資
金繰計画を作成するなどの方法により管理しております。

(2) 金融商品の時価等に関する事項
令和８年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につ

いては、次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額3,244,719千円）
は、その他有価証券には含めておりません。また、現金は注記を省略しており、預金並びに受取手形、電
子記録債権、完成工事未収入金等、工事未払金等、未払法人税等については、短期間で決済されるため時
価が帳簿価額に近似するものであることから、注記を省略しております。

（単位：千円）

（※１）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

－ 11 －
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区　　分
時　　　　　　　　　　価

レベル１ レベル２ レベル３ 合　計
投資有価証券
　その他有価証券 42,079,217 － － 42,079,217

資 産　計 42,079,217 － － 42,079,217

区　　分
時　　　　　　　　　　価

レベル１ レベル２ レベル３ 合　計
長期借入金 － 12,535,498 － 12,535,498

負 債　計 － 12,535,498 － 12,535,498

(3) 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ

ルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該

時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の

算定に係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれ
ぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

① 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
（単位：千円）

② 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
（単位：千円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、そ
の時価をレベル１の時価に分類しております。
長期借入金

長期借入金の時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基
に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

－ 12 －
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連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額 時 価

33,694,936 90,315,311

１株当たりの純資産額 2,160円48銭
１株当たりの当期純利益 170円06銭

８. 賃貸等不動産に関する注記
(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項

当社グループは、東京都その他の地域において、賃貸用のオフィスビル等（土地を含む）を有しており
ます。

(2) 賃貸等不動産の時価等に関する事項（令和８年３月31日現在）
（単位：千円）

（注）１. 連結貸借対照表計上額は、取得価額から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であ
ります。

２. 当連結会計年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいた社外の不動産鑑定士に
よる不動産鑑定評価書を基に自社で算定した金額（指標等を用いて調整を行ったものを含む）で
あります。

９. １株当たり情報に関する注記

10. 重要な後発事象に関する注記
該当する事項はありません。

11. その他の注記
(1) 企業結合・事業分離に関する注記

共通支配下の取引等
連結子会社（株式会社巴技研）による自己株式の取得
１．取引の概要

(1) 結合当事企業の名称及び事業の内容
結合当事企業の名称　　　株式会社巴技研
事業の内容　　　　　　　格納庫扉開閉装置、免振デバイス、試験装置の設計・製造など

(2) 企業結合日
令和７年７月１日

(3) 企業結合の法的形式
連結子会社による自己株式の取得

－ 13 －
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 取得の対価 現金 8,500千円
 取得原価 8,500

(4) 結合後企業の名称
変更ありません。

(5) その他取引の概要に関する事項
資本構成見直しによる経営のガバナンス強化を目的として、非支配株主が保有する自己株式を
取得したものであります。

２．実施した会計処理の概要
「企業結合に関する会計基準」及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指
針」に基づき、共通支配下の取引等のうち、非支配株主との取引として処理しております。

３．連結子会社による自己株式の取得に関する事項
被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

４．非支配株主との取引に係る当社の持分変動に関する事項
(1) 資本剰余金の主な変動要因

連結子会社による自己株式の取得
(2) 非支配株主との取引によって増加した資本剰余金の金額

950,451千円

連結子会社（株式会社泉興産）による自己株式の取得
１．取引の概要

(1) 結合当事企業の名称及び事業の内容
結合当事企業の名称　　　株式会社泉興産
事業の内容　　　　　　　不動産賃貸業

(2) 企業結合日
令和７年７月１日

(3) 企業結合の法的形式
連結子会社による自己株式の取得

(4) 結合後企業の名称
変更ありません。

－ 14 －
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 取得の対価 現金 5,500千円
 取得原価 5,500

(5) その他取引の概要に関する事項
資本構成見直しによる経営のガバナンス強化を目的として、非支配株主が保有する自己株式を
取得したものであります。

２．実施した会計処理の概要
「企業結合に関する会計基準」及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指
針」に基づき、共通支配下の取引等のうち、非支配株主との取引として処理しております。

３．連結子会社による自己株式の取得に関する事項
被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

４．非支配株主との取引に係る当社の持分変動に関する事項
(1) 資本剰余金の主な変動要因

連結子会社による自己株式の取得
(2) 非支配株主との取引によって増加した資本剰余金の金額

235,345千円

子会社株式の追加取得
１．取引の概要

(1) 結合当事企業の名称及び事業の内容
結合当事企業の名称　　　株式会社泉興産
事業の内容　　　　　　　不動産賃貸業

(2) 企業結合日
令和７年12月１日（株式取得日）
令和７年10月１日（みなし取得日）

(3) 企業結合の法的形式
非支配株主からの株式取得

(4) 結合後企業の名称
変更ありません。

(5) その他取引の概要に関する事項
追加取得した株式の議決権比率は31.8％であり、当該取引により議決権比率の合計は98.0％と
なりました。

－ 15 －
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 取得の対価 現金 4,460,000千円
 取得原価 4,460,000

２．実施した会計処理の概要
「企業結合に関する会計基準」及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指
針」に基づき、共通支配下の取引等のうち、非支配株主との取引として処理しております。

３．子会社株式の追加取得に関する事項
被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

４．非支配株主との取引に係る当社の持分変動に関する事項
(1) 資本剰余金の主な変動要因

子会社株式の追加取得
(2) 非支配株主との取引によって増加した資本剰余金の金額

3,307,741千円

(2) 金額の表示
　連結貸借対照表、連結損益計算書及び連結株主資本等変動計算書の記載金額は千円未満を切り捨てて表
示しております。
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株主資本等変動計算書

株主資本等変動計算書

(令和 7 年 4 月 1 日から
令和 8 年 3 月31日まで)

（単位：千円）
株 主 資 本 評価・換算差額等

純資産合計
資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金
自 己 株 式 株主資本合計 その他有価証券

評価差額金資本準備金 そ の 他
資本剰余金 利益準備金 その他利益

剰余金(注)
当 期 首 残 高 3,000,012 1,658,242 － 750,003 34,342,200 △4,444,794 35,305,664 12,893,469 48,199,134

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △885,525 △885,525 △885,525

当 期 純 利 益 5,519,158 5,519,158 5,519,158

自 己 株 式 の 取 得 △6,698,728 △6,698,728 △6,698,728

自 己 株 式 の 消 却 △10,778,505 10,778,505 － －
その他資本剰余金
の負の残高の振替 10,778,505 △10,778,505 － －

株 主 資 本 以 外 の 項 目
の 当 期 変 動 額 ( 純 額 ) 6,705,487 6,705,487

当 期 変 動 額 合 計 － － － － △6,144,872 4,079,777 △2,065,095 6,705,487 4,640,392

当 期 末 残 高 3,000,012 1,658,242 － 750,003 28,197,327 △365,016 33,240,569 19,598,956 52,839,526

（注）その他利益剰余金の内訳
（単位：千円）

固 定 資 産
圧 縮 積 立 金 別 途 積 立 金 繰 越 利 益

剰 余 金
そ の 他 利 益
剰 余 金 合 計

当 期 首 残 高 2,238,745 7,700,000 24,403,455 34,342,200

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △885,525 △885,525

当 期 純 利 益 5,519,158 5,519,158
固 定 資 産 圧 縮
積 立 金 の 取 崩 △860,019 860,019 －

その他資本剰余金
の負の残高の振替 △10,778,505 △10,778,505

当 期 変 動 額 合 計 △860,019 － △5,284,853 △6,144,872

当 期 末 残 高 1,378,725 7,700,000 19,118,601 28,197,327
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個 別 注 記 表

１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1) 資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法
・子会社株式及び関連会社株式……移動平均法による原価法
・その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの
…………時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定）
市場価格のない株式等…………移動平均法による原価法

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法
・未成工事支出金……………………個別法による原価法
・販売用不動産………………………個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定）
・材料貯蔵品…………………………総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により算定）
(2) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）…定率法
ただし、賃貸用の固定資産及び平成10年４月１日以降に取得し

た建物（附属設備を除く）並びに平成28年４月１日以降に取得し
た建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しておりま
す。

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方
法と同一の基準によっております。

② 無形固定資産（リース資産を除く）…定額法
また、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可

能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。
③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(3) 引当金の計上基準
① 貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸
念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
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② 完成工事補償引当金
完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、当期の完成工事高に対する将来の見積補償額に基づい

て計上しております。
③ 賞与引当金

従業員及び執行役員の賞与の支払いに備えるため、賞与支給対象期間に在籍の従業員及び執行役員に
対する賞与支給見込額の当期対応分を計上しております。

④ 工事損失引当金
工事の完成に伴い発生することが確実な受注工事の損失に備えるため、工事原価の発生見込額が受注

金額を超過する可能性が高い期末手持工事のうち、当該超過額を合理的に見積ることが可能となった工
事について、翌期以降の損失見込額を計上しております。

⑤ 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産（退職給付信託を含む）

の見込額に基づき計上しております。
・退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当期末までの期間に帰属させる方法について
は、期間定額基準によっております。

・数理計算上の差異、過去勤務費用の処理方法
数理計算上の差異については、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（８年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理しております。
過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（８

年）による定額法により費用処理することとしております。
(4) 収益及び費用の計上基準

　当社の主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識
する通常の時点）は以下のとおりであります。

鉄構建設事業においては、顧客と請負工事契約を締結しており、顧客との合意により定められた工事
を完成させ、引き渡しを行う履行義務を有しております。当該契約については、主に一定の期間にわた
り履行義務が充足されると判断し、履行義務の充足に係る進捗度に基づき収益を認識しております。な
お、進捗度の測定は、各報告期間の期末日までに発生した工事原価が予想される工事原価の合計に占め
る割合（インプット法）に基づいて行っております。また、納期までに製品を引き渡す履行義務を有し
ている取引については一時点で履行義務が充足されるものと判断し、当該引き渡し時点において収益を
認識しております。

不動産事業における不動産の販売は不動産を引き渡す履行義務を有しており、一時点で履行義務が充
足されるものと判断し、不動産の引き渡し時点において収益を認識しております。

不動産の賃貸業務については、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号）に基づいて
収益を認識しております。
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契約に係る完成工事高 21,588,540千円

販売用不動産 477,159千円
建 物 2,643,267
土 地 2,947,327
投資有価証券 19,149,796

計 25,217,550

短 期 借 入 金 4,535,820千円
長 期 借 入 金 9,911,240

計 14,447,060
(2) 有形固定資産の減価償却累計額 13,640,297千円

短期金銭債権 184,020千円
長期金銭債権 1,208,167
短期金銭債務 611,656
長期金銭債務 ー

２．収益認識に関する注記
（１）収益を理解するための基礎となる情報

「１．重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「（４）収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであ
ります。

３. 会計上の見積りに関する注記
会計上の見積りに関する注記については、連結注記表「３．会計上の見積りに関する注記」に記載してお

ります。
一定の期間にわたり履行義務が充足される

４. 貸借対照表に関する注記
(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

① 担保に供している資産

② 担保に係る債務

(3) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

(4) 社有資産全般に亘る有効活用を更に推進するため、当期において一部の有形固定資産（土地、建物等）の
保有目的を変更し、販売用不動産に477,159千円振替えております。

－ 20 －



2026/05/26 16:43:20 / 25300335_株式会社巴コーポレーション_招集通知

個別注記表

営業取引による取引高
売上高 223,729千円
仕入高 5,758,992
営業取引以外の取引による取引高 46,960

（２）完成工事原価に含まれる工事損失引当金繰入額 33,000千円

地 域 用 途 種 類 減 損 損 失
関東地区 塗装工場 建設仮勘定 221,156千円

普通株式 235,805株

５．損益計算書に関する注記
（１）関係会社との取引高

（３）減損損失
　当社は、以下の資産について減損損失を計上しております。

　上記の塗装工場について、当初計画していた塗装計画が想定を下廻ることから、建設の中止を決定し
たため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しておりま
す。
　なお、回収可能価額については、将来キャッシュ・フローが見込めないことから使用価値を零として
おります。

６. 株主資本等変動計算書に関する注記
当期末における自己株式の種類及び株式数

７. 税効果会計に関する注記
繰延税金資産の発生の主な原因は、賞与引当金損金算入限度超過額、退職給付引当金損金算入限度超過額等

であり、繰延税金負債の発生の主な原因は、その他有価証券評価差額金、固定資産圧縮積立金等であります。
なお、評価性引当額1,037,576千円を計上しております。

－ 21 －



2026/05/26 16:43:20 / 25300335_株式会社巴コーポレーション_招集通知

個別注記表

種類 会社等の名称
議決権等の
所有（被所
有）割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（注３）

科目 期末残高

子会社

（株）札幌巴
コーポレーシ
ョン

所有
直接 87.5%

製品の加工
鋼構造物の
外注加工他

（注１）
3,750,527

工事未払金
未払金

490,698
2,586

（株）東北巴
コーポレーシ
ョン

所有
直接 70.0％

資金の援助

資金の貸付
（注２）

利息の受取
（注２）

ー

13,425

その他
（短期貸付金）

その他
（長期貸付金）

32,500

830,000

１株当たりの純資産額 1,574円28銭
１株当たりの当期純利益 150円71銭

８. 関連当事者との取引に関する注記
子会社等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１）㈱札幌巴コーポレーションへの鋼構造物の外注加工は、両社の協議により価格を決定しており、支払条
件は、通常の支払条件と同一であります。

（注２）㈱東北巴コーポレーションに対する資金の貸付は、市場金利を勘案して決定しております。
なお、担保は受け入れておりません。

（注３）取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

９. １株当たり情報に関する注記

10. 重要な後発事象に関する注記
該当する事項はありません。

11. その他の注記
(1) 企業結合・事業分離に関する注記

企業結合・事業分離に関する注記については、連結注記表「11．その他の注記（1）企業結合・事業分
離に関する注記」に記載しております。

(2) 金額の表示
貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書の記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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